
＜参考資料１＞ 

 

「セレクト神奈川ＮＥＸＴ」による神奈川県企業立地支援事業 

認定企業及び事業計画の概要 

認定企業 多田プレス工業株式会社 有限会社日下レアメタル研究所 

 

 

企 

 

業 

 

概 

 

要 

大企業・ 

中小企業の別 
中小企業 中小企業 

代表者 
代表取締役社長 

多田 謙一 

取締役社長 

日下 伸治 

所在地 秦野市曽屋997 東京都港区芝大門２－３－15 

資本金 50百万円 20百万円 

従業員 180人 52人 

事業内容 
自動車部品のプレス加工、溶接、塗

装、組み立て及び金型製造 

金属酸化物・高純度金属の受託製造

等 

 

 

 

 

 

認

定

事

業

計

画

の

概

要 

計画内容 
本社・工場の新設 

【県内再投資】 

工場の新設 

【県内再投資】 

立地場所 秦野市曽屋78－１ 藤沢市葛原字若狭2476－３外 

事業目的 

秦野市内に本社・工場を新設し、

自動車部品の溶接加工を行う。 

本計画により、工場の規模を拡大

することで、生産性向上と経費削減

を図る。 

藤沢市内に工場を新設し、化学品

事業・高純度合金溶解事業を行う。 

本計画により、新たな設備を導入

することで、半導体部門の売上増と

利益拡大を図る。 

稼働開始 
2023（令和５）年 

６月１日 

2023（令和５）年 

10月１日 

投資額／ 

操業開始時の 

雇用人数 

965百万円/65人 

（ほか、非常用雇用人数11人） 

582百万円/10人 

（ほか、非常用雇用人数１人） 

県
に
よ
る
認
定 

対象産業 輸送用機械器具関連産業 IT/エレクトロニクス関連産業 

支援制度 

(活用予定) 

・企業立地促進補助金 

（投資額の６％） 

・税制措置 

（不動産取得税の１/２軽減） 

・企業立地促進融資 

（７億7,200万円） 

 

・企業立地促進補助金 

（投資額の６％） 

・税制措置 

（不動産取得税の１/２軽減） 

・企業立地促進融資 

（４億5,000万円） 

 



 

 

 

認定企業 アゼスタ株式会社 

 

 

企 

 

業 

 

概 

 

要 

大企業・ 

中小企業の別 
中小企業 

代表者 
代表取締役 

佐々木 章 

所在地 東京都町田市南町田５－15－14 

資本金 ９百万円 

従業員 ６人 

事業内容 自動車部品の製造及び販売 

 

 

 

 

 

認

定

事

業

計

画

の

概

要 

計画内容 
本社・工場・研究所の新設 

【県外からの立地】 

立地場所 座間市小松原２－2038 

事業目的 

座間市内に本社・工場・研究所を

新設し、スポーツカー部品の開発・

製造・販売を行う。 

本計画により、開発・製造スペー

ス等を拡大し、生産工程における内

製化を進めることで、売上増と経費

削減による利益拡大を図る。 

稼働開始 
2023（令和５）年 

７月１日 

投資額／ 

操業開始時の 

雇用人数 

298百万円/10人 

（ほか、非常用雇用人数２人） 

県
に
よ
る
認
定 

対象産業 輸送用機械器具関連産業 

支援制度 

(活用予定) 

・企業立地促進補助金 

（投資額の６％） 

・税制措置 

（不動産取得税の１/２軽減） 

 

 

 



 

 

 

「セレクト神奈川ＮＥＸＴ」による神奈川県企業誘致促進賃料補助事業 

認定企業及び事業計画の概要 

認定企業 パワースピン株式会社 

 

 

企 

 

業 

 

概 

 

要 

大企業・ 

中小企業の別 
中小企業 

代表者 
代表取締役社長 

福田 悦生 

所在地 
宮城県仙台市青葉区 

荒巻字青葉468－１ 

資本金 100百万円 

従業員 ５人 

事業内容 

回路設計サービス、試作サービス、

コンサルティング、ＩＰの販売、ラ

イセンシング事業等 

 

 

 

 

 

認

定

事

業

計

画

の

概

要 

計画内容 
本社の新設 

【県外からの立地】 

立地場所 
横浜市西区みなとみらい２－３－１ 

クイーンズタワーＡ内 

事業目的 

横浜市西区の民間賃貸ビル内に本

社を新設し、東北大学発のスピント

ロニクス技術を用いた回路設計サー

ビス、試作サービス、コンサルティ

ング、ＩＰの販売、ライセンシング

事業を行う。 

首都圏のマーケットに近接するこ

とで、既存顧客との連携強化及び新

規顧客との取引開始による事業拡大

を図る。 

稼働開始 
2023（令和５）年 

８月１日 

投資額/ 

操業開始時の 

雇用人数 

－/10人 

（ほか、非常用雇用人数１人） 

県
に
よ
る
認
定 

対象産業 IT/エレクトロニクス関連産業 

支援制度 

(活用予定) 

・企業誘致促進賃料補助金 

（賃料月額の１/３） 

 

 


